予算要求資料
平成２６年度９月補正予算　　支出科目　款：商工費　　項：商工費　　目：工業研究費
	事業名　産業技術センター開発研究費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　岐阜県産業技術センター　食品部　電話番号：058-388-3151
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c23102@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　補正要求額　5,103千円（現計予算額：12,057千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	現　計
予算額
	12,057
	0
	0
	0
	0
	0
	7,753
	0
	4,304

	補　正
予算額
	5,103
	0
	0
	0
	0
	0
	5,103
	0
	0

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨
・本県経済の基盤を支えるプラスチック・石灰・繊維・食品・紙等の地場産業は、欧州の経済危機等による影響から徐々に脱しつつあり、生産活動も上向きに転じている。
・また雇用は、人手不足感が広がっており求人も増加傾向にある。しかし、人口減少、少子高齢化に伴う経済の縮小、原油や穀物などの原材料価格の高騰、生産拠点の海外移転による国内受注の減少等、経営環境は依然厳しい状況にある。
・このような状況の中、生産技術の高度化による製品の高機能化・高付加価値化や、コスト削減・環境対応・成長産業への業種転換・新分野進出などを技術面で支援する必要がある。

（２）事業内容
　　地域の企業や農産加工組織など県内事業者からの多様な技術課題を的確に汲み上げて、製造現場等で求められている技術や製品に関する研究開発を実施している。平成26年度は、地域密着型研究として、当初10課題を設定し実施しているところであるが、企業等の要望に機動的・即応的に対応するため、経済産業省等の外部資金を活用し、3課題を追加し13課題の研究を実施する。（9月補正による補正額は、外部資金への提案応募による増額分）
（継続研究課題）８課題
・耐久性及びガスバリア性を有するバルーンカテーテルの開発
・ナノ・マイクロ粒子を活用した機能性繊維素材の開発
・高機能性・高感性を持たせる膨化糸を使用した織編物の研究開発
・環境配慮型で高感性・高機能を実現するファッション製品の開発
・発酵技術を用いた未利用資源の高付加価値化に関する研究
・カプロン酸エチル高生産性Ｇ酵母の開発
・米飯・米穀加工品の物性評価技術の開発
・水系リチウム空気二次電池の空気極炭素材料の開発
（新規研究課題）５課題
・高活性光触媒製品の開発研究
・高い安全性と品質を有するカラーコンタクトレンズの開発
・腸内細菌のゲノム情報に基づく大豆イソフラボンの適正摂取量評価
・セルロースナノファイバーを活用した複合材料の特性向上と地場産品への用途展開
・被災者のストレスを緩和する機能性繊維素材の開発
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	　425
	業務旅費

	需用費
	　2,559
	研究用消耗品費、光熱水費、機器修繕料等


	役務費
	  1,931
	試作手数料、分析手数料等

	備品購入費
	　△303
	研究用備品購入費

	その他
	　　491
	学会・講演講習会参加費、文献検索料等

	合計
	 5,103
	


	　決定額の考え方　




事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　県民生活の向上に貢献する科学技術の振興を基本目標に掲げる「岐阜県科学技術振興方針（H24～28年度）」に沿って、①次世代産業の育成と地域経済の活性化（モノづくり）、②活力とゆとりのある質の高い県民生活の実現（地域づくり）、③科学技術の担い手の育成（人づくり）を柱に、県民・産業界のニーズに応える研究開発を進める。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	技術移転の推進（関連企業への技術移転）
	－
	6件
（H23）
	7件
（H24）
	6件
（H25）
	6件
（H26）
	100％


	外部資金の導入（外部資金による研究課題）
	－
	12件
（H23）
	9件
（H24）
	8件
（H25）
	10件
（H26）
	80％



○指標を設定することができない場合の理由

	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

平成25年度は14課題の研究課題を実施した。このうち、経済産業省の外部資金を活用した中小企業との共同研究が4課題、県内企業等の要望により提案した外部資金による研究開発が4課題あるとともに、他の研究課題についても成果の技術移転等を考え企業に試作を依頼したり原材料である地域資源の生産を検討するなど、地域企業や農産加工組織などと連携した研究開発を実施した。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

研究成果に関して、学会や専門誌での発表だけでなく、企業に出向いての実地支援や、展示会などでの発表により県内企業への成果普及を図ってきた。また、他地域との差別化・競争力強化のため工業所有権を登録した研究もあり、商品化に向けて新たに共同研究を進めているものもある。
これまでの成果として、「シート状乾燥剤」や「乳酸発酵食品」、「泡なしＧ酵母による清酒」など既に県内企業で商品化・販売されているものや、「縫製条件測定装置」や「光触媒応用製品」など企業内で試作・実証しながら製品化・実用化に向け研究されているものもある。
学会等での発表17件、専門誌発表3件、展示会出展13件、テレビ報道・新聞報道11件、技術相談1,820件、巡回技術支援68件、実地技術支援90件、特許実施許諾7件。
今後も引き続き成果普及に努めながら地域企業の現場要望に即した研究を実施していく予定である。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	震災や原発事故を契機としたエネルギー制約、長引く景気低迷、円安による原燃料の高騰など、産業界が直面する課題に対して、新技術・新素材開発などの研究開発の面から産業界を支援する必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○


	　技術移転の推進については、毎年6～8件の技術移転実績があり、その中には「シート状乾燥剤」や「泡なしＧ酵母」、「乳酸発酵食品」など既に県内企業で商品化・販売されており、事業の成果は上がっている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○


	　全ての研究課題に対して、定期的に進捗状況ヒアリング、自己評価を実施しており、研究開発方法を含めて適正な進捗管理に努めている。また、研究成果に関しては、成果発表会、展示会、産業界との研究会など、あらゆる機会を捉えて成果のＰＲと技術移転に努めている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　試験研究機器・設備の老朽化や人員削減により、産業界からの要望に対してきめ細かな対応が困難となっており、業務の効率化を図る必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　産業界が抱える様々な技術的課題の解決のために、引き続き研究開発を継続し、技術面から産業界を支援する必要がある。

今後も、企業ニーズ調査を引き続き実施し、業界ニーズの把握に努めるとともに、研究開発業務の効率化と技術移転の推進を図るため、企業、大学等研究機関との連携を密にして、産学官の共同研究を実施する。


